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第１章 概要 

第１節 業務概要 

１ 件名 

青森県電子申請ＡＳＰサービス提供業務 

 

２ システムの利用期間 

令和９年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

３ システムの概要 

（１） 目的 

青森県（以下「県」という）に対する申請・届出等の手続について、住民・企

業等がインターネットを利用して手続を行うことを可能とし、住民・企業等の利

便性の向上を図る。 

（２） 共同利用 

当システムはスケールメリットの発揮による経費削減を図るため、県内市町村

と共同利用を行うことする。共同利用の要件や参加市町村については実施要領別

紙「共同利用について」のとおり。 

なお、サービス利用期間内に参加市町村の変動があることを想定し、参加市町

村の追加もしくは脱退に柔軟に対応できる仕様とすること。 

（３） 費用の考え方 

     令和９年４月１日から令和１０年３月３１日の期間中における本システムの

運用・保守費用を含むサービス利用料金の月額費用を記載すること。 

なお、後述の５（１）に記載の本格稼働までの業務期間はトライアル期間とし

てサービス利用料金は生じないものとするが、システムの初期構築にあたって費

用が発生する場合は、サービス利用料金とは別に見積書を提出すること。 

（４） システム化対象業務 

ア 電子申請・届出の作成、送付 

イ 申請等の受付、審査 

ウ 上記業務に付随する管理業務等 

（５） 調達の基本方針 

本サービスの調達を行うに当たっての基本方針は、次のとおりとする。 

ア 住民・企業等の利便性が確保され、誰もが使いやすいサービスの導入 

申請・届出を行う利用者が、いつでもどこでも誰でも簡便に利用できるサービ

スであること。 

イ 安全性及び信頼性が確保されたサービスの導入 

サービスの運用にあたっては、安全性と信頼性が確保されていること。 

ウ 費用対効果に優れたサービスの導入 

安価に導入・運用が可能で、かつユーザビリティに優れたサービスであること。 
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（６） 調達の基本要件 

基本方針を受け、本サービスの調達を行うに当たっての基本要件は、次のとお

りとする。 

なお、要件の詳細については、次章以降を参照のこと。 

ア 住民・企業等の利便性確保に最大限配慮したサービスであること 

・原則として２４時間３６５日利用可能であること。 

・利用者（住民・企業等）からのインターネット接続による各種申請･届出等手続

の一元的な窓口機能（ポータル機能）を提供すること。 

・ヘルプ機能やナビゲーション機能を充実させ、高い操作性を備えること。 

・簡易な申請については、ＩＤ・パスワードの事前登録なしに利用できる機能を

有する等、多様な申請・届出方式を有すること。 

イ ウェブアクセシビリティに配慮されたサービスであること 

高齢者や障がい者を含めた誰もが電子申請サービスを支障なく利用できるよ

う配慮されたサービスであること。 

ウ 利用者及び自治体職員にとって直感的な操作が可能な UI であること。 

エ 安定した稼働を妨げる脅威からシステム全体を守るとともに、利用者データの

保護を行うための十分なセキュリティの確保とシステム全体の監視が可能であ

ること。 

オ 「クラウドサービス提供における情報セキュリティ対策ガイドライン」（総務省）

等を参考にセキュリティ対策を講じること。 

カ ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰサービスとして使用できること。 

 

４ 業務の適用範囲 

本契約の対象とする業務範囲は、以下のとおりとする。 

（１） 本格稼働までの業務 

令和９年４月１日から本格稼働するために必要な以下の業務を行うこと。 

ア 運用前各種設定 

県に対して、本サービスを利用するために必要な初期設定や運用設計等につい

て、検討及び作業を実施すること。 

イ 様式ダウンロード機能の設定業務 

電子申請ができない手続について、申請者がシステム上で様式ファイルをダウ

ンロードする機能を提供していること。 

ウ 職員情報及び組織情報の設定 

職員情報及び組織情報の設定を行うこと。設定方法について、可能な手段を提

案すること。 

エ テスト環境の整備及びテスト支援 

本番稼働に先立ち、職員が本サービスの操作を施行するためのテスト環境を設

け、テスト支援を行うこと。 

テスト環境は本番稼働後の契約期間においても利用できるようにすること。 



 

 
 

3 

オ 導入前職員研修の実施 

本サービスの本格稼動前に、必要に応じて、職員が本サービスの機能を理解し、

操作方法等を習得するための研修を行うこと。 

カ その他サービス稼働に必要な業務 

（２） 本格稼働後の業務等 

ア 電子申請ＡＳＰサービスの提供業務 

システムを運用・保守し、その機能をＬＧＷＡＮ－ＡＳＰサービスとして提供

する。 

イ 職員研修の実施 

主に初めてシステムを利用する職員向けに、本サービスの機能を理解し、操作

方法等を習得するための研修を行うこと。 

なお、研修実施イメージについては第４章に定めるとおりとする。 

ウ 利用支援サービスの提供業務 

本サービスの利用に係る県民・企業等からの問合せに回答するヘルプデスクサ

ービスを提供すること。 

なお、県民・企業等からの問合せ件数は、過去の実績から、年間１，０００件

程度を想定している。 

（３） 納品物 

サービス利用開始までの必要な時期に、以下の納品物について、電子データに

て納品すること。 

なお、契約期間内においてサービス仕様書、システム仕様書、操作説明書の

内容に変更があった場合、必要に応じてこれらを改訂し、最新版を提出するこ

と。その場合、ドキュメントをバージョン管理し、改訂箇所を明示すること。 

ア サービス仕様書 

最優秀提案者の決定後、県と協議のうえ速やかに作成し、提出すること。 

イ システム仕様書 

最優秀提案者の決定後、県と協議のうえ速やかに作成し、提出すること。 

ウ 作業工程表及び作業計画書 

契約後、速やかに提出すること。 

エ 各種設定資料（マスタ一覧、登録データ一覧、その他設定内容を記載した資料） 

契約後、必要に応じて随時更新し、提出すること。また、本格稼働後速やかに

確定版を提出すること。 

オ 操作説明書 

契約後、試験運用開始までに以下の操作説明書を提出すること。 

・申請者用操作説明書 

・職員用操作説明書 

・管理者用操作説明書 

・その他サービスの利用のために必要となるマニュアル 
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カ 職員研修に係る資料 

研修の実施前に提出すること。詳細な時期については、別途指示する。 

キ サービスの利用にあたりソフトウェア等が必要な場合はソフトウェアのライセ

ンス（ただし、特別なソフトウェアを必要としないことを原則とする。） 

 

第２節 導入スケジュール 

導入スケジュールについて提案すること。 

想定される記載項目は概ね次のとおり。 

 

令和９年１月３１日ま

で 

・システムへの手続、様式データの登録 

・職員情報の登録、職員・管理者権限等の設定 

・試験稼働の開始（本稼働に向けた動作確認等） 

令和９年３月３１日ま

で 

・職員向け操作研修の実施 

・テスト運用 

令和９年４月１日から ・本運用（住民等に対するサービスの提供開始） 

 

スケジュールのイメージ 

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 

 
 

     

  
 

    

       

       

    
 

  

 

第３節 本仕様書の位置づけについて 

本仕様書に基づいて提案される基本要件、提供機能等について企画提案競技審査会にお

いて総合的に判断し、契約相手方の選定を行うこととする。  

試験運用 

本運用 

相手方選定 

契約 

操作研修 

初期設定など 
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第２章 サービス要件 

第１節 サービス全体概要 

本サービスの全体概要を「図- 1 サービス全体概要」に示す。 

 

図- 1 サービス全体概要 

 

第２節 電子申請システム要求仕様 

本業務における利用サービス機能は次のとおりである。各機能要求仕様の詳細は別紙 

「機能要件一覧」を参照すること。 

 

① 基本機能 

② 申請者向け機能要件 

③ 職員（管理者・担当者）向け機能要件 

 

機能要件にない項目であっても提供が可能な機能があれば提案すること。 

  

申請・届出 

処理状況照会 

住民 

企業・団体 

県 

審査 

ファシリティ 

申請・届出 

処理状況照会 
結果確認 

電子申請 

システム 

住民 

企業・団体 

県・市町村 

審 査 
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ン
タ
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システム運用基盤 

総
合
行
政 

結果通知 

ネ
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第３節 利用環境 

申請者（住民・企業等）及び職員（管理者・担当者）の利用環境については、下記

のとおりとする。 

（１） 端末性能 

一般的な性能を有する端末により本サービスを支障なく利用できること。 

（２） ＯＳ、ブラウザ 

正規サポート中（セキュリティパッチ等が提供されている期間内）のバージョ

ンで支障なく利用できること（ただし、メーカーサポート対象外となった場合を

除く）。また、特定ブラウザ固有の機能に依存しない構造とし、以下のブラウザに

おいてレイアウトの崩れなく利用できること。 

・Microsoft Edge 

・Google Chrome 

・Mozilla Firefox 

・Safari 

・Android 標準ブラウザ 

今後発表される OS、ブラウザにも順次対応すること。 

（３） 必要周辺機器 

本サービスを支障なく利用するために周辺機器を必要とする場合には、当該

周辺機器は、入手が容易かつ安価なものであること。 

（４） ソフトウェア 

基本的にブラウザのみで本サービスを利用できること。 

一般的に公開されている各種プラグイン等のインストール作業･アップデート

作業を、可能な限り必要としないシステムであること。特定のプラグインのイン

ストールが必要である場合は、利用者に対しその旨を表示し併せてインストール

方法や設定方法等が表示されること。 

本サービスを支障なく利用するために申請者側の端末の設定を変更する必要

がある場合には、その設定変更により、申請者端末のその他のシステムに悪影響

を及ぼさないよう配慮されていること。 

 

第４節 保守・監視 

保守・監視体制及びデータ損失を防ぐためのバックアップ等について提案すること。 

保守・監視が満たすべき要件を下記に示す。 

１ 保守 

（１） 運用時間 

計画停止を除き、原則として 24 時間 365 日稼動とすること。 

（２） 運用管理 

障害状況と対応等、障害に関する履歴の管理を行うこと。 

日々のアクセス数と資源の使用量の報告を行うこと。ただし、報告の時期につ
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いては県から別途示す条件による。 

システムバージョン、パッチ情報、ユーザ情報及びグループ情報の変更管理を

行うこと。 

（３） 体制 

     障害等緊急時の県との連絡窓口を設置すること。また、障害等緊急で対応すべ

き事象が発生した場合に対応が必要となる受注者の技術者やその他関係する

メーカー等との連絡体制を整備すること。 

（４） 障害切り分け 

障害の切り分けを行うこと。 

緊急停止やログ取得等の初期対応を行うこと。 

県からの要請によりシステムの停止を行うこと。 

県からサイバー犯罪対応を指示された場合、ログ取得を行うこと。 

（５） 計画停止 

計画停止は 1 週間以上前に県に報告すること。 

お知らせ画面に表示する等により、利用者向けの周知を行うこと。 

（６） ＳＬＡ遵守 

障害対応に当たっては、ＳＬＡを設定し、その内容を遵守すること。ただし、

ＳＬＡの設定にあたっては第６章に定めるレベル以上であることとする。  

２ 監視 

（１） 監視レベル 

障害発生時は県がシステムの死活監視を行うことができること。 

（２） 連絡体制通常時及び緊急時の県との連絡先及び連絡方法を提示すること。 

３ バックアップ 

データの損失を防ぐため、障害発生時点までのデータ復旧を目標とすること。 
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第３章 ヘルプデスク要件 

利用者（住民・企業等）からのシステム操作方法に対する回答窓口として、ヘルプデス

クを運用すること。 

ヘルプデスクの体制等について提案すること。 

ヘルプデスクは、利用者からの障害報告受付やシステムへの要望の受付の機能も持つも

のであること。 

ヘルプデスクが満たすべき要件を次に示す。 

 

１ 受付時間 

平日 9:00～17:00（土、日、休日、祝日及び 12/29～1/3 を除く）の時間において、

利用者からの問合せを受け付けること。 

 

２ データベースの作成 

問合せと回答をデータベース化して内容の共有化を図り、類似の問合せに対する

迅速な対応やヘルプデスク要員の質の均等化を行うこと。 

 

３ エスカレーション 

県へのエスカレーションは、迅速かつ的確に行うこと。 

 

４ サポート時間外の対応 

サポート時間外は自動案内サービス等により利用可能日時等の案内を行うこと。 

 

５ ウェブ上の問合せフォーム、メールによる受付 

ウェブ上の問合せフォーム、メールによる受付を行うこと。 

受付時間は 24 時間 365 日とすること。 

 

６ 定期報告 

ヘルプデスク業務の内容については、毎月 1回取りまとめの上、県が確認できるよ

うにすること。 

報告は、問合せ件数、問合せ及び回答の概要、問合せ日時等が把握できるものと

し、一覧形式とすること。 

報告は電子ファイルで提出することとし、PDF 形式および Microsoft Office 2021

（Word、Excel または PowerPoint）以降の OpenXML 形式とすること。 

 

７ 利用者への配慮 

住民・企業等からの電話による問合せ窓口を設けること。ただし、普通通話料金

よりも高額な通話料金とならないように設定すること。 
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第４章 研修要件 

本サービスの稼働後、適切かつ円滑な運用を行うため、本サービスを利用する職員へ

の研修内容を立案し、適切な人数の講師を派遣のうえ、実施するものとし、研修の実施

方法等について提案すること。 

研修要件については次のとおりとする。 

 

研修名称 

実施項目 
研修実施イメージ 

初任者向け研修（対面）（令和９年度） 

対象者 
主に初めて電子申請サービスを利用して手続の作成や申請の受付を行

う県及び市町村職員（６０名程度を想定） 

研修時期 
サービス本稼働後の令和９年５～６月頃を想定。詳細な時期は県と協

議の上、決定する。 

研修回数 ３回（１回２０名程度） 

研修時間 ３時間程度 

実施方法 
各手続の受付及び審査業務を行う職員に対し、県が指定する施設で研

修を行う。 

研修内容 
講師を派遣し、システムの概要を説明すること。 

申請の受付、審査手順及び様式作成を中心に操作演習を行うこと。 

研修体制 

及び環境 

・研修内容に必要なマニュアルを準備すること。 

・受講会場、研修用端末及びネットワーク環境は県が準備する。ただ

し、ネットワーク帯域の確保等については行わないため、ネットワー

ク環境に依存しない形式での実施が望ましい。 

備考 

オンライン研修で同等の研修内容、受講効果が担保できる場合、オン

ラインでの開催も可とする。 

その場合、具体的な研修実施方法について提案すること。 
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第５章 次期サービス移行支援 

本契約が終了した際の、次期サービスへの移行支援について、契約終了時のデータの取

扱い（データ移行のための出力・提供、残存データの消去等）を含めて提案すること。 
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第６章 ＳＬＡ（サービス品質保証制度） 

第１節 ＳＬＡ設定項目と設定値 

ＳＬＡ設定項目及び設定値を提案すること。 

サービスレベルとして満たすべき値を表－１に示す。 

なお、ＳＬＡ設定項目及び設定値については、運用状況により定期的に見直すことを想

定している。 

 

表- 1  ＳＬＡ設定項目及び設定値 

SLA設定項目 設定値 

可用性 サービス期間 24時間 365日（計画停止は除く） 

稼働率 99.0％以上 

性能 オンライン応答時間遵守率 3秒以内 95％ 

信
頼
性 

障
害
対
応 

1次通知（障害通知） 

1時間以内 

メール等で自動的に連絡されること

が望ましい。 

2次通知（障害復旧予定時間の通

知） 
2時間以内 

復旧回復時間 6時間以内 

リカバリポイント 前回バックアップ時点のデータ  

ディザスタリカバリ方法 

広域災害を想定した遠隔地へのバッ

クアップが行われていること。 

遠隔地のバックアップを用いた緊急

対応の方法が定められていること。  

稼働状況の確認方法 
オンラインでリアルタイムにサービ

ス稼働状況が確認できること。 

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

ウィルス定義ファイルの更新間隔 ベンダ等のリリース後、24時間以内 

OS及びミドルウ

ェアのセキュリテ

ィパッチの適用間

隔 

セキュリティ関

連のパッチ対応 

ベンダ等のリリース後、7日以内に方

針を決定し、3か月以内に評価実装 

セキュリティ以

外のパッチ対応 

パッチ対応の必要性を精査し、必要

と判断したパッチを 3か月以内に評

価実装 

データの保存期間 予め協議して決められた期間 

データの消滅、破

損 

リストア 前回バックアップ時点までの時間 

ヘルプデスク  サービス提供時間 電話 平日 9時 00分から 17時 00分まで 
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SLA設定項目 設定値 

メール受信 24時間 365日(計画停止は除く) 

回答は平日 9時 00分から 17時 00分

まで 

定期レポート 報告タイミング 月次 
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第７章 事業者要件 

第１節 事業者取得資格要件 

本業務に当たっての実施体制等について提案すること。 

本サービスを提供する事業者は、表－２に示す各資格を有し、また、適切な実施体制が

整備されているものであること。 

 

表- 2 事業者取得資格要件 

項番 区分 要件 

1 LGWAN-ASP アプリケ

ーション及びコンテ

ンツサービス 

LGWAN-ASP アプリケーション及びコンテンツサービ

スに登録されていること。 

2 ISMS適合性評価制度 情報セキュリティマネジメントシステムについて、

ISMS適合性評価制度（（一財）情報マネジメントシス

テム認定センター）における認証を取得しているこ

と。 

3 プライバシーマーク

制度 

個人情報の適切な取り扱いを行っている事業者に

(一財)日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）より付与

される「プライバシーマーク」を取得していること。 
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第８章 その他 

第１節 法令等の遵守 

受注者は、本業務の遂行に当たっては以下に掲げる法令等を遵守すること。 

（１）国等で定められた法・ガイドライン 

・個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号） 

・不正アクセス行為の禁止等に関する法律（平成１１年法律第１２８号) 

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成

25年法律第27号） 

（２）当県及び参加団体が定める条例・セキュリティポリシー等 

・受注者は、県が定める情報セキュリティポリシーの内容を十分に理解し、本業務

に関係する全ての者にその遵守を徹底させること。 

・県は、受注者が上記に掲げる情報セキュリティポリシーに基づき適切な管理を行

っているか、業務期間中随時確認を行い、その結果に基づく指摘等を行うことが

できるものとする。また、県から指摘等があった場合、受注者はその内容に従わ

なければならない。 

 


